
第４号関係

意見があった会議 令和元年度第２回港区区政会議福祉部会

委員の意見

いきいき百歳体操は、人気がありどこの会場も満員になっていると聞い

た。デイサービスに行けない人が活用するなど、非常に良い取り組みだと

思うので、会場を増やす・１会場で２パターンの曜日でやるなど工夫し

て、開催日を増やすことはできないか。

また、介護施設等でも普及する活動をしてほしい。

区長が講じた

措置の内容

現在はコロナ禍のため、新規の実施を見合わせておりますが、終息後、

会場が満員の地域については、地域の皆様と協議しながら取り組みを

進めてまいります。

介護施設等においては、大阪市福祉局が各区図書館にDVDを配付し

たり、YouTubeで視聴できるようにしております。そのような情報を周知し

てまいります。

意見があった会議 令和元年度第２回港区区政会議福祉部会

委員の意見

発達障がい児の養育者支援事業であるピアカウンセリング等の周知方

法はどうしているのか。

できれば学校や医療機関での周知も検討してほしい。

区長が講じた

措置の内容

広報みなとや区ホームページ等を中心に周知をしているほか、発達障が

いについて学ぶ講演会を開催し、参加いただいた方への案内や、家庭児

童相談員や心理相談員による日頃の相談の中で個別に案内している

場合もあります。

事業内容と相談者の紹介を掲載した令和２年度広報みなと11月号

（子育て支援に関する特集号）を医療機関に配布いたします。学校へ

は「こどもサポートネット事業」のこどもサポートネット推進員を通じて情報

提供を行っております。

意見があった会議 令和元年度第２回港区区政会議（全体会）

委員の意見

国道43号線東西横断支援事業を紹介するポスターについて、私は夕

凪で障がい者の施設をしており、施設の表にそのポスターを以前より掲示

しているが、新しいものが送られてこず、かなり古くなって最近外したところ

である。

我々、港区障がい者施設連絡会というグループだとか、障がい者の自立

支援を応援するヘルパーステーションなどいろいろな場所に掲示して、支

援を必要とする人に周知することが大事だと思うので、ぜひ検討いただき

たい。

区長が講じた

措置の内容

新たに作成したポスターを港区障がい者施設連絡会にお渡しし、ヘル

パーステーションなどの支援を必要とする人が利用する施設へ掲示してい

ただくようご協力をお願いしました。

　条例第９条第１項の規定により区長が講じた措置の内容
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意見があった会議 令和２年度第１回港区区政会議 事前にいただいた意見

委員の意見
交流会館について、バリアフリー構造・設備等について、十分なご配慮を

お願いいたします。

区長が講じた

措置の内容

（仮称）区画整理記念・交流会館につきましては、高齢者や障がいの

ある方をはじめとして、多様な人々が利用する複合施設であるため、バリ

アフリー法や大阪市ひとにやさしいまちづくり整備要綱で定められているバ

リアフリー基準に適合するよう整備してまいります。

　具体的には、建物外部から出入口を通じ各居室に至る動線について

は、すべてバリアフリーとし、通路幅についてもゆとりあるものとしています。

　また、各階に設けるトイレについても、一般トイレとは別に、車いす使用

者や乳幼児連れ等の利用者が利用しやすい多機能トイレを設置すると

ともに、ホールには車いす利用者用スペースを確保し、多様な人々が安

心して利用できるよう計画しています。

意見があった会議 令和２年度第１回港区区政会議 事前にいただいた意見

委員の意見

新型コロナウイルス感染拡大防止のための避難場所について、とても早

い段階での、避難方法についての情報提供をいただき、ありがとうござい

ます。

この情報が区内にもれなく共有されることと、自宅避難等を選択された

要援護者に対する、適切な支援が担保されるような仕組みの検討をお

願いいたします。

区長が講じた

措置の内容

コロナ禍における避難（自宅避難、分散避難の協力依頼等）について

は、区ホームページ及び広報みなと７月号、８月号に記事を掲載すると

ともに、各地域との防災学習会や避難所開設訓練において、その事前

の打合せの機会なども活用し、きめ細やかに周知を行っています。

要支援者に対する支援については、各地域において自助・共助の観点

から自主防災組織を立ち上げ、地域特性に応じた「避難行動要支援

者支援計画」を地域主体で策定し、要支援者情報の収集・管理方法

や要支援者への個別支援内容等に関する取組を進めており、区役所も

その取組を支援しています。

また、支援者の選出方法に関する取組など、地域での先進的な取組に

ついては、区役所においてその手法をモデル化して各地域に示すなど、地

域と連携しながら取組を進めています。
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